
  

 志賀原子力発電所
 原子力事業者防災業務計画の届出について

                                                                            平成29年3月31日
                                                                            北陸電力株式会社

　本日（３月31日）、志賀原子力発電所 原子力事業者防災業務計画
※１
を内閣総理大臣

及び原子力規制委員会に届け出ましたのでお知らせします。

　当社は、志賀原子力発電所 原子力事業者防災業務計画（以下「計画」という。）の修

正について、石川県、志賀町及び富山県との協議
※２
が終了したことから、本日（３月

31日）原子力災害対策特別措置法第７条第３項
※３
に基づき、内閣総理大臣及び原子力規

制委員会へ届け出ました。（別紙参照）

　当社としては、引き続き、緊急時対応体制の継続的改善に取り組むとともに、志賀原

子力発電所の更なる安全確保に万全を期してまいります。

以　上　

別紙：「志賀原子力発電所 原子力事業者防災業務計画」修正の要旨について

※１ 原子力事業者防災業務計画

　原災法第７条第１項に基づき、原子力発電所における原子力災害予防対策、緊急事態

　応急対策及び原子力災害事後対策その他の原子力災害の発生及び拡大を防止し、原子

　力災害の復旧を図るために必要な業務を定めた計画。

※２ 石川県、志賀町及び富山県との協議

　原災法第７条第２項において、原子力事業者は、計画を修正しようとするときは、修

　正しようとする日の60日前までに、原子力事業者の所在都道府県（石川県）、所在市

　町村（志賀町）及び関係周辺都道府県（富山県）に計画の案を提出して協議しなけれ

　ばならないことを規定。

※３ 計画の届出

　原災法第７条第３項において、原子力事業者は、計画を修正したときは、速やかに内

　閣総理大臣及び原子力規制委員会に届け出なければならないことを規定。

 



別紙 

「志賀原子力発電所 原子力事業者防災業務計画」修正の要旨について 
 
【計画の主な修正内容】 
○ 原子力緊急事態支援組織の本格運用開始に伴う業務内容変更等の反映 

  －活動拠点を福井県敦賀市の日本原電㈱「敦賀総合研修センター」から同県美浜

町に新たに設置した「美浜原子力緊急事態支援センター」へ変更 ※ 

  －保有資機材を充実化（小型無人ヘリ，無線式重機等を追加配備） 

  －支援内容を充実化（災害現場における環境情報収集作業やアクセスルート確保

作業の支援等） など 

  ※：美浜町の施設完成に伴い，平成 28 年 12 月 17 日から「美浜原子力緊急事態

支援センター」として本格運用開始したもの 

○ 人事異動に伴う変更 

  －広報班長となる発電所役職者の変更 

○ 防災基本計画の修正内容の反映 

  －「緊急被ばく医療」から「原子力災害医療」への用語変更を反映 

 

（参考 原子力事業者防災業務計画の主な内容） 

項 目 主な内容 

第１章 

総則 

原子力事業者防災業務計画の目的，基本構想，計画の運用と修正

及び定義 

第２章  

原子力災害予防対策

の実施 

原子力防災組織の設置，原子力災害の情勢に応じた原子力防災体

制の整備，通報や業務に必要な設備及び資機材の整備，原子力防

災教育及び原子力防災訓練の実施，国・地方公共団体・地元防災

関係機関との連携  等 

第３章  

緊急事態応急対策等

の実施 

原子力災害対策特別措置法に基づく通報，本部の設置，原子力事

業所災害対策支援拠点の設置，応急措置（応急復旧，原子力災害

の発生又は拡大の防止，原子力緊急事態支援組織との連携，オフ

サイトセンター等への原子力防災要員等の派遣など）の実施  

等 

第４章  

原子力災害事後対策  

発電所の復旧対策，行政機関等への原子力防災要員等の派遣  

等 

第５章  

その他  

他の原子力事業者への協力 

以 上 
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